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国土技術政策総合研究所では、ETC2.0 プローブ情報をはじめとする道路交通データによる渋滞状況の把

握・分析手法に関する研究を行っている。滞留長は道路の渋滞状況を把握するための重要な指標であるが、

その把握は現地調査による実測によって行われており、常時観測体制は確立されていないため、常時観測を

可能とする新たな滞留長算定手法の開発が求められている。本研究では ETC2.0 プローブ情報を用いた常時

観測可能な滞留長の算定手法の開発を目的とし、滞留長を複数の手法で算定した結果と滞留長の実測結果を

比較することで各算定手法の有効性を評価した結果を述べる。 
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The National Institute for Land and Infrastructure Management research the method of grasping and analyzing road 

congestion by using road traffic data including ETC2.0 probe data. Length of car line waiting for a traffic light is an 

important index to grasp road congestion ,but it has been necessary to have the observation in the field to grasp queue 

length because automatic observation system isn’t established. Therefore it is required to invent new estimation method 

of queue length. The purpose of this study is to invent estimation method of queue length using ETC2.0 probe data, and 

shows comparison calculation results of queue length and observation one. 
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1.はじめに 

1-1 研究の目的 
平成 28 年 3 月に設置された「国土交通省生産性革

命本部」において、生産性革命プロジェクト 1)の１

つとして、ピンポイント渋滞対策が選定された。ま

た、社会資本整備審議会道路分科会建議（平成 29 年

8 月）2)においても「局所的な渋滞要因の特定を更に

高度化しながら、効果的なピンポイント対策を積極

的に導入する必要がある」とされている。ピンポイ

ントに対策を実施するためには、交通量や旅行速度、

交差点の滞留長等の道路交通データを収集し、渋滞

状況を的確に把握することが必要である。 

国総研では ICT 技術を活用し、道路交通データ取

得の自動化を推進している。交通量は従来のトラフ

ィックカウンターに加え、AI を活用した画像認識型

交通量観測の開発を進めてきており、また、旅行速

度は ETC2.0 プローブ情報をはじめとするプローブ

情報の活用を進めるなど常時観測に向けた取り組み

を進めている。 

一方、滞留長は道路の渋滞状況を把握するための

重要な指標であるものの、その把握は現地調査によ

る実測によって行われており、常時観測体制は確立

されていない。また、現地調査による結果は限られ

た時間のデータであり、日々変化する滞留長の変化

を把握することは出来ない。 

そこで本研究では、ICT の活用による滞留長の常

時観測を可能とするために、ETC2.0 プローブ情報を

用いた滞留長の算定手法開発を目的とする。 

 

1-2 本研究の位置づけ 

プローブ情報を用いた滞留長算定手法については、

これまでも研究が進められており、北村らは、プロ

ーブカーデータを用い、交差点の起点側より速度低

下判定を繰り返すことで、滞留長を把握する手法 3)

を提案している。しかしながら、プローブカーによ

る実走調査を必要とする手法であり、多数の交差点

の滞留長の把握等には対応が困難である。また、加

藤ら 4)は ETC2.0 プローブ情報を用いて、交差点から

の距離帯別の地点速度と滞留長の関係を分析した。

しかしながら、1 交差点のみの評価に留まっており、

速度と滞留長の一般的な関係性は明らかになってい

ない。 

本稿では、ETC2.0 プローブ情報を用いた滞留長の

算定を４つの手法から行い、現地調査結果との整合

性を比較することで有効性を確認した結果を述べる。 

 

2.検証方針 

ETC2.0 プローブ情報より得られる旅行速度情報

を活用した 4 つの算定手法により滞留長を算定し、

調査結果(実測値)と比較した精度(相関係数と

RMSE)を検証し、滞留長算定手法の妥当性を検証した。 

なお、国総研における過年度の検討では、交差点

周辺において旅行速度が 20km/h 未満の車両につい

ては概ね 1 回以上の車両停止が確認されているため、

滞留発生の閾値は 20km/h を用いる（図－1）。 

検証の対象とする調査実施箇所、交差点の道路幾

何構造、調査日時を表－１に示す。調査は 10 分間隔

で行った。なお、実測箇所は先詰まりや右折専用レ

ーンでの直進車阻害等が生じていない箇所とした。 

使用した ETC2.0 プローブ情報は、ETC2.0 プロー

ブ情報のサンプル数を考慮し、以下の 2 ケースを基

本とし、算定手法④のみケース 1のみとした。 

ケース 1：日データ 

 現地調査を実施した、2019 年 9 月 18 日の調査時

間帯のデータを用いるケース 

ケース 2：月データ 

 現地調査実施日を含む、2019 年 9 月の平日の調査

時間帯の平均データを用いるケース(台風の影響が

懸念された 9月 9日～13 日は除外) 

図-1 旅行速度と停止回数の関係 

(国道 16 号丸ヶ崎交差点の例) 

表-1 調査実施箇所 
交差点名 路線 方向 車線数 専用レーン 時間帯

埼
玉
県

1 大袋新田
国道16号

上り 3 右折

夕方下り 3 右折

県道114号 上り 2 右折

2 脇田新町
国道16号 下り 3 右折

夕方
県道160号 下り 2 右折

3 古谷上 国道16号 上り 3 右折 朝

4 宮前IC西 国道16号 上り 3 右折 朝

5 丸ヶ崎 国道16号
上り 3 右折

夕方
下り 3 右折

千
葉
県

6 正蓮寺
国道16号 上り 2 右折

朝
県道47号 上り 1

7 柏市十余二 国道16号 上り 3 右折 朝

8 呼塚 国道6号
上り 2 右折

朝
下り 2 右折

9 大井 県道282号
上り 2 右折

朝
下り 1

10 大島田 県道8号
上り 1

朝
下り 1



3.ETC2.0 プローブ情報による滞留長の算定手法 

3-1 算定手法① 

対象路線を 20ｍ間隔の区間に分割し、各区間の平

均速度により低速度区間を判定する。交差点から低

速度区間(20km/h 未満)が連続する距離を求め、これ

から 20m を減じた値を交差点滞留長とする（図－2）。

なお、減じる 20m は交差点中心から停止線までの距

離を想定したものである。 

各区間の平均速度の算定には、ETC2.0 プローブ情

報の個車の走行履歴データを使用した。走行履歴デ

ータは、時刻・緯度・経度等のデータであり、200m

毎もしくは進行方向が 45 度以上変化する際にデー

タが記録される。具体的な算定手法は以下の通りで

ある（図-3）。 

手順 1：等延長区間をデータ記録地点で分割 

データ記録間隔（基本的には 200m）のデータを等

延長区間ごとに分割する。 

手順 2：等延長区間単位の所要時間の算出 

車両ごとの連続する 2 つのデータ記録地点の時刻

差より 2 点間の所要時間を算出し、データ記録地点

間ごとに分割した区間延長の比率によって所要時間

を按分する。按分した所要時間を等延長区間ごとに

足し合わせる。 

手順 3：等延長区間単位の平均旅行速度の算出 

手順 2 で算出した車両ごとの等延長区間の所要時

間を足し合わせ、各区間のサンプル数で除すことで

平均所要時間を計算し、さらに等延長区間の延長を

平均所要時間で除すことで各区間の平均旅行速度を

算出する。 

3-2 算定手法② 

各車両について、ETC2.0 プローブ情報のデータ記

録地点の位置情報と時刻から地点間速度を求める。

分析対象区間内における最も後方側に位置する地点

間速度が 20km/h 未満の区間を停止範囲として車両

毎に整理する。続いて停止範囲を 20m 間隔の区間に

分割した上で、停止範囲と判定された区間の分布の

代表値の値から 20m を減じた値を滞留長とする。な

お、代表値として平均値を採用した(図－4)。 

3-3 算定手法③ 

算定手法①②が ETC2.0 プローブ情報の区間速度

を用いたのに対し、算定手法③は ETC2.0 プローブ情

報の地点速度（データ記録された地点で記録される

速度）を用いる。 

20m 間隔の分割区間内にある全車両の地点速度の

※減じる20m:交差点の中心から停止線までのおおよその距離

区間 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m 20m

平均速度
（A時台） 40.2 36.8 27.5 30.2 36.2 33.5 16.2 24.5 23.5 14.2 15.5 16.3 18.5 16.2 18.4 10.5 12.3 11.2

：20km/h未満 ：20～30km/h ：30km/h以上凡例

交差点滞留⾧

図-2 算定手法①のイメージ 
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図-4 算定手法②のイメージ 

図-3 等延長区間単位の所要時間の算出イメージ 
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分布を整理し、20km/h 未満の速度が連続して N%以上

占める区間長から 20m を減じた長さを滞留長とする

手法である(図－5)。N の値は、5%、10%、15%、20%の

4 ケースとした。 

 

3-4 算定手法④ 

算定手法④は現地での捌け台数調査結果による出

発曲線及び ETC2.0 プローブ情報の個別車両の走行

データから、出発曲線からの遅れ時間をプロットし

た点をつなげた到着曲線を整理し、滞留長を算定す

る手法である(図－6、7)。 

以下に出発曲線、到着曲線、滞留長の具体の詳細

な算定方法を示し、設定条件を表－2にまとめる。 

出発曲線の設定 

現地での調査による信号現示と 1 サイクル当たり

の捌け台数から出発曲線の傾きを求め、出発曲線を

設定した。サイクル時間に占める青時間比を考慮す

ることも可能であるが、実際には信号現示が変化し、

ETC2.0 プローブ車両が赤時間中に交差点を通過す

る等、不整合が生じる可能性も考えられるため、採

用しなかった。なお、大型車は乗用車換算係数を 2.0

と設定した。 

到着曲線の設定 

出発曲線からの遅れ時間を考慮し、到着曲線を設

定した。遅れ時間は、車両毎の区間旅行時間と基準

旅行時間の差分から算出する。基準旅行速度は、

ETC2.0 プローブ情報により対象区間内を走行する

全ての車両を対象として、対象の信号の影響が最

も小さいと思われる最も後方側の地点速度をトリ

ップ毎に抽出し、その中央値とした。 

滞留長の設定 

ETC2.0 プローブ情報のサンプル毎に滞留台数

(到着曲線と出発曲線の縦軸の差)を算出し、平均

車頭間隔を乗じることで滞留長を算出した。なお、

平均車頭間隔は、信号待ち車両台数調査で得られ

た、大型車・小型車の台数と区間長の全ての結果よ

り、重回帰分析により求めた。 

本手法では、大袋新田交差点・国道 16 号上り、宮

前 IC 西交差点・国道 16 号上りを対象に検討した。

なお、対象交差点を直進する車両のみを対象とした。 

 

4.検証結果 

4-1 算定手法① 

図-8 に算定手法①による算定結果と現地調査結

果との比較を示す。当日データで相関係数 0.55、

RMSE が 325m と観測結果と差があり、算定滞留長は

累積交通量
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台数

車両①の交差点通過
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図-6 算定手法④のイメージ 
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図-7 算定手法④のフロー 

表-2 算定手法④ 設定諸条件 
大袋新田交差点
(国道16号上り)

宮前IC西交差点
(国道16号上り)

基準旅行速度 44.0km/h 44.0km/h

捌け台数 19 pcu/サイクル 37 pcu/サイクル

信号
現示

信号サイクル長 130秒 160秒

青時間 63秒 91秒

大型車混入率 18.4 % 14.7 %

平均車頭間隔 小型車：6.95 m、大型車：12.23 m
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図-8 算定手法①の算定結果と現地調査結果の比較 

図-9 正蓮寺交差点(国道 16 号上り)における

旅行速度分布(観測日と同日のデータ) 



過大になる傾向である。なお、ETC2.0 プローブ情報

は当日データを用いた方が、調査実施月データより

も精度が高かった。また、観測滞留長が 0m でないに

も関わらず、算定滞留長が 0ｍとなる箇所が複数存

在する。これは、交差点直近区間の平均旅行速度が

閾値とした 20km/h をわずかに上回っており、算定滞

留長が 0m となっているためである(図－9)。 

 

4-2 算定手法② 

図-10 に算定手法②による算定結果と現地調査結

果との比較を示す。算定滞留長は観測結果よりも過

大になる傾向だが、当日データで相関係数は 0.76、

RMSE は 179m、調査実施月データで相関係数 0.80、

RMSEは 180mであり、比較的良好な算定結果を得た。 

なお、ETC2.0 プローブ情報の分析結果を交差点毎

に分析すると精度が高い交差点は、算定値周辺にお

いて最初に停止判定された車両分布のピークが見ら

れる(図－11)。精度が低い交差点は、後方交差点で

の停止車両の発進加速中の低速度データに起因する

後方交差点でのピーク、分析区間全体の旅行速度が

低いため、停止判定位置に明確なピークが見られな

い等の傾向がある。 

 

4-3 算定手法③ 

図-12 に算定手法③による算定結果と現地調査結

果との比較を示す。算定手法③は地点速度を用いる
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図-11 停止判定された車両の台数分布 

図-10 算定手法②の算定結果と現地調査結果の比較 
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図-12 算定手法③の算定結果と現地調査結果の比較 
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ことから、当日データのみではサンプルが不足し、

データが存在しない評価単位区間も存在するため、

算定滞留長が過少となる傾向であった。調査月デー

タを用いた場合、N=10%(旅行速度 20km/h 未満の割合

が 10%以上)で最も精度が高く、相関係数 0.63、RMSE

が 304m となった。N=5%は滞留状態と判定する閾値が

低く滞留状態と判定されやすいため、算定滞留長が

観測結果より過大になる傾向となる。一方で N=20%

では逆に過少に算定される傾向が見られた。 

 

4-4 算定手法④ 

図-13 に算定手法④による算定結果と現地調査結

果との比較を示す。大袋新田交差点の相関係数は

0.84、RMSE は 53.5m、宮前 IC 西交差点の相関係数は

0.80、RMSE は 115.8m であった。算定手法①～④の

うち、最も算定精度が高い手法であった。対象箇所

の周辺の道路ネットワーク等の外的変化がなく、交

通状況に大きな変化が生じていないと考えられる場

合、ETC2.0 プローブ情報より設定する到着曲線を時

点更新することにより、滞留長の算定が可能となる

可能性があると言える。なお、累積流出曲線及び出

発曲線の設定にあたり、既存の調査結果(捌け台数や

大型車混入率、平均車頭間隔等)を必要とする点に留

意が必要である。 

 

5.おわりに 

 本研究では、ETC2.0 プローブ情報を用いた滞留長

の算定を４つの手法から行い、現地調査結果との整

合性を比較検証し有効性を確認した。得られた知見

を以下にまとめる。 

 算定手法①は、算定滞留長が観測値と比較して過

大となる傾向が見られた。また、対象交差点側より

速度低下判定を繰り返す手法のため、交差点直近区

間の平均旅行速度が閾値とした 20km/h をわずかに

上回ると算定滞留長が 0m となる課題が確認された。

 算定手法②は、算定手法④についで観測滞留長の

再現性が高い手法であったが、対象交差点の後方側

より速度低下判定を行うため、分析区間の適切な設

定等が課題であり、今後分析区間の適切な設定等に

ついて検討を行いたい。 

 算定手法③は、算定手法①②が区間速度を用いた

のに対し、地点速度(データが記録された地点で記録

される速度)を用いるため、当日データのみではサン

プルが不足する課題が確認された。 

 算定手法④は本研究で検討した中で最も精度が高

い算定手法であった。捌け台数や大型車混入率等の

データが必要であるものの、これらの指標に大きな

変化がないと想定される場合、ETC2.0 プローブ情報

の分析結果を更新することで滞留長の更新が可能と

なる。 

算定された滞留長をもとに交差点改良計画等を検

討する場合、進行方向別の滞留長を把握する必要が

あり、本研究の成果を拡張し、これを把握出来るよ

う改良を行いたい。 
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